
はじめに

清代の地方行政機構は一般に省－府－県の３級制を採っていたとされる。

そして、府－県を通常の行政系統とするほか、府級のその他の行政機構と

して直隷州、直隷庁があり、県級のその他の行政機構として（散）州、（散）

庁があったと説明される（「州」や「庁」が正式名称であるが、「直隷州」

や「直隷庁」と区別する際に「散」をつけて「散州」、「散庁」呼ばれた）。

これら地方行政機構の長官の品級について見ると、知府は従四品、直隷

州知州は正五品、直隷庁同知は正五品または正六品であった。ここから直

隷州や直隷庁に比べて、府の地位が重いことが分かる。一般的に言うと、

府はいくつかの散州や県（散庁の場合もあった）を管轄し、その管轄領域

はかなり広域に及んだ。直隷州が管轄する県（散庁の場合もあった）は府

より少なく、加えてその領域も狭かった。直隷庁は一般的には県を管轄せ

ず（全国でわずかに２つの直隷庁が例外的にそれぞれ１県を管轄していた）、

大多数の直隷庁は辺境や内地の周辺地域に置かれた。その他、府は県や散

州を監督することを職務としたため、直接管轄する領域を持たなかった（つ

まり、府には附郭があった）のである。これに対して、直隷州や直隷庁（上

記の２つの例外を除けば、直隷庁は一般に県を管轄しなかった）は、その

監督する下級行政機構以外にも、直接管轄する領域を持っていた（つまり、

直隷州や直隷庁には附郭がなかった）のであった（「図１．清代地方行政

機構系統図」を参照されたい）。
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図１．清代地方行政機構系統図（乾隆３５年以降）

知県の品級は正七品、散州知州は従五品、散庁同知は従六品であった。

この点から考えると、ある地域に県ではなく散庁や散州が設置されるのは、

その地域が重視されていることの証左であった。その地域が重視されてい

る理由は、歴史的原因であったり、海防や軍事上の必要などであった。そ

の外に、行政事務が繁雑な県が、散州に昇格させられる場合もあったし、

行政事務が少ない散州が、県に降格させられる場合もあった。

府、直隷州、直隷庁、県、散州、散庁という６種類の地方行政機構につ

いての上述のような説明は、実は清代後半にのみ当てはまるもので、清代

前半には直隷庁や散庁は十分に制度化されていなかった。本稿はその制度

化（「定制」化）の過程について、検討を行うものである。

１．問題の所在：「制度化」の意味するもの

「廳（庁）」は古来、「聽（聴）」と書いた。古代の官衙において政務を

執る場所を「聽事」（「命を聞く」処）と呼んでいたが、その後「聽」が「廳」
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に変化したものである。

清代地方行政機構としての「直隷庁」と「散庁」は、清代の初めにはも

ともと独立した行政機構ではなく、また、「直隷庁」と「散庁」との区別

も存在しなかった。庁の長官を同知や通判と呼んだが、これらの職位はも

ともと府の長官である知府の副位にあたるものであった。彼らが府の管轄

下にある地方（それは概して周辺に位置した）に派遣され、府衙門以外の

場所に臨時に自己の官衙を持つとき、この事務所のことを「庁」と呼んだ。

けれども、この種の臨時派出所のような機構はある時点を境に、独立の機

能を持ち、最終的には正式の行政機構となり、公式の制度となった。つま

り「制度化」されたのであった。その由来について、『清朝文献通考』の

記載を根拠に康煕末や雍正初期にまで遡って考える説もある。文献資料中

では確かに、雍正年間にはすでに上述の意味で、同知や通判が派遣される

事例があり、それらは習慣的に「庁」と呼ばれる場合もあった。

表１と表２は『清朝文献通考』を典拠にしたものである（１）。清代乾隆年

間に勅撰された同書は清朝の入関から乾隆５０（１７８５）年までの事情を包括

的に整理して記載している。少なくとも『清朝文献通考』にもとづく限り、

散庁の５分の３以上は、康煕年間あるいは雍正年間に設置されており、乾

隆年間に設置されたものも、乾隆初期の事柄である。これとは対照的に、

直隷庁の３分の２以上は乾隆年間に設置されており、康煕年間に設置され

たものはない。この資料による限りでは、散庁設置の起源は直隷庁よりも

幾らか早いこととなる。

けれども、もしこの記述にしたがって結論を下し、上述の時期に直隷庁

や散庁が正式に成立した根拠と見るなら、拙速の謗りは免れえないと言わ

なければならない。筆者は、「直隷庁」と「散庁」の制度化は、乾隆３０年

代半ばになってやっと完成したものであると考える。その背景となるのは、

乾隆年間のこの時代に相当多くの直隷庁が新設されたことである。このよ

うに考えると、『清朝文献通考』が指摘したような、乾隆以前に「直隷庁」

と「散庁」が設置されたというような見方は、正確な認識であると言うこ
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表１．乾隆期散庁一覧

省 府 散庁名 設置年 設置の経緯

１ 山西省 大同府 豊 鎮 庁 乾隆１１（１７４６）年 衛所を廃して設置

２ 山西省 朔平府 寧 遠 庁 乾隆１５（１７５０）年 衛所を廃して設置

３ 江西省 吉安府 蓮 花 庁 乾隆８（１７４３）年 新設

４ 江西省 �州府 定 南 庁 乾隆３８（１７７３）年 定南県を改めて設置

５ 浙江省 温州府 玉 環 庁 雍正５（１７２７）年 新設

６ 湖南省 辰州府 乾 州 庁 康煕４３（１７０４）年 新設

７ 湖南省 辰州府 鳳 凰 庁 康煕４３（１７０４）年 新設

８ 湖南省 辰州府 永 綏 庁 雍正８（１７３０）年 新設

９ 陝西省 同州府 潼 関 庁 乾隆１２（１７４７）年 潼関県を改めて設置

１０ 陝西省 漢中府 留 � 庁 乾隆１５（１７５０）年 新設

１１ 陝西省 延安府 安 辺 庁 乾隆８（１７４３）年 新設

とはできない。それは、『清朝文献通考』の編者の認識が、「直隷庁」と

「散庁」がすでに制度化していた乾隆３０年代半ば以降の現実に拘束されて

いることによる。

筆者が提起する「制度化」の指標は２つある。その第１は、「直隷庁」

と「散庁」の間に明確な区別が生じたことである。またその第２は、それ

らがそれぞれ府や、県のような独立の行政機構と見なされるようになった

ことである。すなわち、単純に同知や通判が派遣されたというだけでは「制

度化」の指標とみなすことはできない。例えば、乾隆『大清會典』の「戸

部」の記載には、行政機構として府・直隷州・散州・県は記載されていて

も、そこには直隷州や散庁という単語は出てこない（当然のことだが康煕

『大清會典』（康煕２９（１６９０）年完成）や雍正『大清會典』（雍正１１（１７３３）

年完成）にもこれらの単語は見いだせない）（２）。これに対して、嘉慶『大

清會典』（嘉慶２３（１８１８）年完成）となるとその「戸部」の記載は、直隷

庁と散庁をともに正式の行政機構とみなし、それらを府・州・県と同じよ

うに扱って記載している（３）。
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１２ 甘粛省 鞏昌府 � 州 庁 乾隆１３（１７４８）年 衛を廃して設置

１３ 四川省 寧遠府 越 � 庁 乾隆２５（１７６０）年 衛を廃して設置

１４ 四川省 叙州府 雷 波 庁 乾隆２６（１７６１）年 衛を廃して設置

１５ 四川省 叙州府 馬 辺 庁 乾隆３０（１７６５）年 新設

１６ 四川省 雅州府 打箭爐庁 雍正７（１７２９）年 新設

１７ 広西省 鎮安府 小鎮安庁 乾隆３１（１７６６）年 新設

１８ 雲南省 麗江府 維 西 庁 雍正５（１７２７）年 新設

１９ 雲南省 麗江府 中 甸 庁 雍正５（１７２７）年 新設

２０ 雲南省 普�府 思 茅 庁 雍正７（１７２９）年 新設

２１ 雲南省 順寧府 緬 寧 庁 乾隆１２（１７４７）年 土司を廃して設置

２２ 雲南省 昭通府 大 関 庁 雍正７（１７２９）年 新設

２３ 雲南省 昭通府 魯 甸 庁 雍正９（１７３１）年 新設

２４ 雲南省 楚雄府 � 嘉 庁 雍正１０（１７３２）年 新設

２５ 貴州省 貴陽府 長 寨 庁 雍正４（１７２６）年 新設

２６ 貴州省 南籠府 朗 岱 庁 雍正９（１７３１）年 新設

２７ 貴州省 南籠府 帰 化 庁 雍正１２（１７３４）年 新設

２８ 貴州省 都�府 八 寨 庁 雍正６（１７２８）年 新設

２９ 貴州省 都�府 都 江 庁 雍正６（１７２８）年 新設

３０ 貴州省 都�府 丹 江 庁 雍正６（１７２８）年 新設

３１ 貴州省 鎮遠府 台 拱 庁 雍正１１（１７３３）年 新設

３２ 貴州省 鎮遠府 清 江 庁 雍正８（１７３０）年 新設

３３ 貴州省 黎平府 古 州 庁 雍正７（１７２９）年 新設

３４ 貴州省 大定府 水 城 庁 雍正１１（１７３３）年 新設

３５ 貴州省 銅仁府 松 桃 庁 雍正８（１７３０）年 新設

それではまず、表１に整理した『清朝文献通考』が認識する散庁の設置

について、『清實録』の記載を根拠にして検討してみることとしよう。

雍正５（１７２７）年４月、雲南省・麗江府の維西庁、中�庁に関連する記

載には次のようにある。
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「移雲南鶴慶通判，駐維西，添設劍川州州判一員，駐中甸，從雲貴總督

鄂爾泰請也」（４）。

雍正６（１７２８）年２月、雲南省・昭通府の大関庁に関連する記載には次

のようにある。

「吏部等衙門議覆，雲貴總督鄂爾泰疏称，烏蒙、鎮雄，既經改土歸流，

並歸�省管轄……去府城�遠，設通判一員駐�」（５）。

雍正６（１７２８）年３月、浙江省・温州府の玉環庁に関連する記載には次

のようにある。

「戸部議覆，浙江總督李衛條奏，一經理玉環山事宜，一，�改文員，玉

環山地方，周囲七百余里，田地十万余畝，山�平衍，土性肥饒，界在

温臺之�，實為海疆要地，請設温臺玉環清軍餉捕通知一員」（６）。

雍正７（１７２９）年閏７月、雲南・普�府の思茅庁に関連する記載には次

のようにある。

「吏部議覆，雲貴広西總督鄂爾泰條奏，�省建置事宜，一，元江府所轄

之普�地方，請�置普�一府，設知府一員，經理一員，其原設之普�

通判，移駐思茅」（７）。

雍正７（１７２９）年１２月、貴州省・都�府の八寨庁と丹江庁に関連する記

載、雍正７年貴州省・黎平府・古州庁に関連する記載、雍正８年貴州省・

鎮遠府の清江庁に関連する記載には次のようにある。

「又議覆，雲貴總督鄂爾泰疏……應設文官分治，請於都�府添設同知，

通判各一員，以同知分駐八寨，以通判分駐丹江；鎭遠府添設同知一員，

分駐清水江；黎平府添設同知一員，分駐古州，倶加以理苗族同知字

様」（８）。
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雍正１０（１７３２）年３月、貴州省・大定府の水城庁、銅仁府の松桃庁に関

連する記載には次のようにある。

「兵部議覆，昇任雲貴廣西總督鄂爾泰疏言，黔楚交界之生苗久居化外…

…令原設將弁帯領分防松桃、水城等処。裁去思南營参將一員，留守備

一員，與所轄之石阡營，倶歸鎭遠營遊撃管轄，移正大營同知駐�松桃，

大定府通判駐�水城」（９）。

雍正１０（１７３２）年４月、貴州省・都�府の都江庁に関連する記載には次

のようにある。

「兵部等衙門議覆，昇任雲貴廣西總督鄂爾泰疏言，都江河道開通地方遼

闊，宜添設文武官員，分防弾圧……再於都�府，設理苗通判一員，駐

�上江、永從、開泰、天柱等縣」（１０）。

雍正１１（１７３３）年１０月、四川省・雅州府の打箭爐庁に関連する記載には

次のようにある。

「添設打箭爐同知衙門，照磨一員，從四川總督黄廷桂請也」（１１）

雍正１２（１７３４）年３月、貴州省・鎮遠府の台拱庁に関連する記載には次

のようにある。

「兵部議覆，雲貴廣西總督尹継善疏奏，黔省九股新辟苗疆善後事宜八款

……一，台拱既設鎭，請將清江同知移駐其地。清江既議改協，請於鎭

遠府添設理苗通判一員駐�清江，撫�苗夷」（１２）

散庁設置の日付等についての『清朝文献通考』の記載には間違いが少な

くないが、このことは当面重要ではない。注目すべきことは、上記のいく

つかの事例が示しているように、少なくとも雍正時代における『清實録』

の庁に関連する記述はすべて、ただ「同知あるいは通判を設置して某地に

駐�させる［設同知或通判駐�某地］」または「同知あるいは通判を移動
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させて某地に駐�させる［移同知或通判駐�某地］」とだけ指摘しており、

「某地庁を設置する［設某地庁］」という書き方をまったく用いていない

ことである。このことは、当時まだ、同知や通判の派遣は単なる臨時の措

置であり、府の派出機構としか認識されておらず、「庁」という名称をも

った官衙の設置とは認識されていなかったことを意味する。

このような状況は、乾隆前期に入っても、以下のように大きな変化は見

られない。

乾隆８（１７４３）年１０月、江西省・吉安府の蓮花庁と関連する記載には次

のようにある。

「吏部等部議覆，江西巡撫陳宏謀疏称，江西吉安府蓮花橋地方，離縣僻

遠……應請將永新、安福二縣之�西、上西兩郷改為廳地，移同知衙門，

駐蓮花橋」（１３）。

乾隆２１（１７５６）年５月、雲南省・麗江府の中甸庁に関連する記載には次

のようにある。

「吏部議覆，原署雲貴總督愛必達等奏称，�省中甸地方，自内附三十余

載，地辟民聚，原設州判一員，管理詞訟銭粮等事，稍渉疑難，必赴府

州請示，往返千里，更因夷寨衆多，設有土守備、千把，分地稽査，統

聽州判管轄，而征員究難弾圧，査楚雄府同知，與知府同城，並無専司，

請改為中甸同知，將州判缺裁，即將旧署作為同知衙署」（１４）。

乾隆２６（１７６１）年５月、四川省・寧遠府の越�庁に関連する記載には次

のようにある。

「吏部議覆，四川總督開泰疏称，川省越�、雷波二衛，徳昌、迷易、鹽

中、黄螂四所部議裁汰……應將寧遠府通判移至越�……再將保寧府通

判改駐雷波」（１５）。
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ここで一つ注意すべき現象が存在する。

乾隆１２（１７４７）年３月、陝西省・同州府の潼関庁に関連する記載には次

のようにある。

「吏部等部会議，大学士管川陝總督事共慶復等議覆，西安布政使彗中奏，

裁同州府潼關縣缺，其屯地銭粮等事，歸駐�之撫民同知管轄」（１６）。

すなわち、同知の派遣によって、既存の県に代替させている。このこと

は、派遣された同知が一定程度において、県に代わりうる代替行政機構と

なり始めたことを意味しており興味深い。もっとも当然のことながら、こ

のことはこの時点ではひとつの兆しに過ぎない。

２．「庁」の行政機構化

本当の意味での散庁の行政機構化は、以下のように、乾隆３０年代半ばに

なって初めて現れる。

乾隆３８（１７７３）年７月、江西省・�州府の定南庁に関連する記載には次

のようにある。

「吏部議准，江西巡撫海成奏称，�州府属定南縣，地処萬山，界連江廣，

政繁事劇，向設知縣不足以資弾圧，請裁定南縣知縣一缺，將�州府同

知移駐改為定南廳」（１７）。

ここにおいては、「同知の派遣［派遣同知］」で県に代替しているだけ

ではなく、はっきりと「某地庁」という名称が使われている。このような

記載の仕方は、明らかに前述の雍正期や乾隆前期の記載法とは異なってい

る。この同じ時期、『清朝文献通考』には記載がないものの、さらに以下

のような例が存在する。

法政理論第３９巻第４号（２００７年） 639



乾隆３５（１７７０）年正月、雲南省・永昌府の龍陵庁に関連する記載には次

のようにある。

「經略大学士公傳恒議奏，緬酋納款，善後事宜一折得旨，軍機大臣議奏，

尋議……龍陵地無瘴氣，其外即芒市，遮放，與外夷密邇，査永昌府同

知，無専轄事，應如所請，移駐該処，定為龍陵廳」（１８）。

乾隆３５（１７７０）年７月、貴州省・貴陽府の下江庁に関連する記載には次

のようにある。

「貴州巡撫宮兆麟條奏，下江營事宜……下江吏目，不足弾圧苗寨，應裁，

請將貴陽府通判移駐，改下江廳，隷黎平府」（１９）

ここから少なくとも乾隆３５（１７７０）年には、散庁がすでに正式の行政機

構になっていたことが知れる。同時に、既に見たとおり乾隆２６（１７６１）年

には、まだ制度化されていなかったことも指摘できる。それでは、さらに

正確な転換点はいつだろうか。この問題に回答するためには、もういちど

「直隷庁」の制度化という問題を考えてみる必要がある。

『清朝文献通考』は雲南省・威遠直隷庁の設置を雍正３（１７２５）年とす

る認識に立っている。けれども、『清實録』は雍正３（１７２５）年４月、威

遠直隷庁について次のように記載しているだけである。

「兵部議覆，雲貴總督高其倬疏称，雲南苗�，平時踞元江新平之�，官

兵剿捕，則遁入威遠、普�、茶山等処，廣袤二、三千里，難以控制。

請將威遠土州，改土歸流，設撫夷清餉同知一員」（２０）。

このように、同知の派遣という事実はあった。けれども、ここに「直隷」

の文字はまったく現れていない。「庁」の文字すら見あたらない。この記

述に、正式の行政機構としての「直隷庁」の設置を表す徴候は見いだせな

い。さらに、『清朝文献通考』は、張家口直隷庁、独石口直隷庁、多倫諾

爾直隷庁という、いわゆる口北三庁の設置をそれぞれ雍正２（１７２４）年、
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雍正１２（１７３４）年、雍正１０（１７３２）年とするが、乾隆『口北三庁史』でさ

えも、ただ、「本朝受命，奄有北囲，張家口，独石口，及開平之多倫諾爾

設理事廳三，以聽蒙古民人交設之事」と記しているだけである。見られる

ように、ただ「理事庁」とだけ記されており、「直隷」の文字は見あたら

ない（２１）。

『清朝文献通考』の記述如何にかかわらず、ここではっきりしているこ

とは、少なくとも雍正年間にはまだ「直隷庁」が存在していないことであ

る。さらに言うまでもないことだが、そこには「直隷庁」と「散庁」の区

別がない。存在しているのはただ区別のない「庁」であるだけであった。

それも実体としては、同知や通判の派遣にすぎず、臨時の衙門が存在して

いたとしても、後の時代のように独立の行政機構として認識されていたわ

けではないのである。「直隷庁」の出現以降に初めて、「庁」は「散庁」

という位置づけを獲得する。したがってすでに指摘したように、「直隷庁」

と「散庁」の制度化を計る主要な基準は「直隷庁」の設置であるべきであ

る。

３．「直隷庁」の成立

知府の副位に位置した同知や通判の派遣に過ぎなかった「庁」の時代に

は、もともと「直隷庁」と「散庁」の区別はなかったというのが筆者の観

点である。それは、府管轄地域の周辺部にある特殊な存在に過ぎなかった。

それらが正式の行政機構になる転換点は、両者の区別の発生に求められる。

つまり、直隷庁の成立がその画期をなしたと筆者は考える。それでは、直

隷庁の誕生はいつのことなのだろうか？ この問題についての指標は、「直

隷庁」が府や県と同じような独立した行政機構となったか否かにある。言

い換えれば、単純な同知や通判の派遣というだけでは、「制度化」と見な

すことはできない。
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表２．乾隆期直隷庁一覧

省 直隷庁名 設置年 設置の経緯

１ 直隷省 張家口直隷庁 雍正２（１７２４）年 新設

２ 直隷省 独石口直隷庁 雍正１２（１７３４）年 新設

３ 直隷省 多倫諾爾直隷庁 雍正１０（１７３２）年 新設

４ 山西省 帰化城同知庁 雍正元（１７２３）年 新設

康煕２５（１６８６）年までを内容とする康煕『大清會典』のなかには直隷庁

や散庁という名称は使われていない。乾隆２３（１７５８）年までを内容とする

乾隆『大清會典』のなかにも、直隷庁や散庁という名称を見いだすことは

できない。乾隆４９（１７８４）年編纂の乾隆『大清一統志』に至って初めて、

直隷庁や（散）庁の名称と両者を区別した記載が登場する。注意を要する

のは、乾隆『大清會典』のなかに、全国唯一の例外として、「叙永同知」

の名が見える。これはもちろんその後の、「叙永直隷庁」であり、この乾

隆『大清會典』の事例は、「直隷庁」の正式行政機構化の兆しと見ること

ができよう（２２）。にもかかわらず、当時はまだ「直隷庁」という用語は使わ

れておらず、「同知」という名称が使われていただけであった。当然のこ

とながら、同知は知府の副位職であるが、このような職名による表記には

曖昧さが残る。なぜなら、「同知」は官職名であって、行政機構の名称で

はないからである。このことは、当時はまだ、直隷庁という名の行政機構

が正式に成立していなかったことを意味している。

いずれにせよ、上述のように、２６年後の乾隆『大清會典』はすでに、直

隷庁を正式の行政機構として記述していた。したがって、乾隆『大清會典』

と乾隆『大清一統志』それぞれの編纂年である乾隆２３（１７５８）年と乾隆４９

年（１７８４）の間に一本の時間軸を求めることができる。その時間軸を境に、

直隷庁と散庁は正式の行政機構とみなされるようになるのである。総じて、

乾隆２０年代には、行政機構化を示す記載は、以下のように依然として曖昧

であった。
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５ 山西省 帰化城通判庁 乾隆２５（１７６０）年 新設

６ 山西省 綏遠城直隷庁 乾隆４（１７３９）年 新設

７ 山西省 和林格爾直隷庁 乾隆２５（１７６０）年 新設

８ 山西省 托克托城直隷庁 乾隆２５（１７６０）年 新設

９ 山西省 清水河直隷庁 乾隆２５（１７６０）年 新設

１０ 山西省 薩拉�直隷庁 乾隆２５（１７６０）年 新設

１１ 甘粛省 哈 密 直 隷 庁 乾隆２５（１７６０）年 新設

１２ 四川省 叙 永 直 隷 庁 雍正８（１７３０）年
康煕初に散庁設置、雍正５年に
廃止。雍正８年に再設

１３ 四川省 松 潘 直 隷 庁 乾隆２５（１７６０）年
雍正９年に衛を廃して設置され
た散庁から乾隆２５年に昇格

１４ 四川省 雑 谷 直 隷 庁 乾隆１７（１７５２）年 新設

１５ 四川省 美 諾 直 隷 庁 乾隆４１（１７７６）年 新設

１６ 四川省 阿爾古直隷庁 乾隆４１（１７７６）年 新設

１７ 雲南省 景 東 直 隷 庁 乾隆３５（１７７０）年 府を改めて設置

１８ 雲南省 蒙 化 直 隷 庁 乾隆３５（１７７０）年 府を改めて設置

１９ 雲南省 永 北 直 隷 庁 乾隆３５（１７７０）年 府を改めて設置

２０ 雲南省 威 遠 直 隷 庁 雍正３（１７２５）年 新設

乾隆２５（１７６０）年１２月、四川省の松潘直隷庁に関連する記載には次のよ

うにある。

「吏部等部議准，四川總督開泰奏，請以松潘同知，照雜谷理番同知例，

改為直隷同知，歸松茂道管轄」（２３）。

同じ時期に、『清朝文献通考』は言及していない記載だが、四川省の石

硅直隷庁に関連して次のような表現がある。乾隆２６（１７６１）年１２月、

「兵部等部議復，四川總督開泰奏，称石硅一司界在川楚間，與内地州縣

接壌，幅員千余里，土著流寓錯雜……應如所請，將該土司改為直隷石

硅同知」（２４）。
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上記二つの事例には、「直隷同知」の用法が共通してみられ、「直隷」

という区別と表現が定着しつつあることを示してはいるが、「同知」の部

分はなお職位にとどまっており、「庁」の表現は使われていない。

乾隆３０年代半ばになると、やっと『清實録』のなかに以下のように明確

な表現が現れ始める。

乾隆３５（１７７０）年２月、

「廣南府止有同城之寳寧縣不成郡，改直隷廳同知。寳寧縣同城，應裁改

設照磨一員，以資佐理。永北、蒙化、景東三府無属邑不成郡，但地方

遼闊距府遠。歸併他郡。一切征輸審解未便。將永北、蒙化、景東三府

均改直隷廳同知」（２５）。

上記の乾隆２６（１７６１）年の記述はなお曖昧だが、乾隆３５（１７７０）年の記

述ははっきりと「直隷庁」となっており、行政機構として扱われているこ

とがわかる。しかも、府など既存の行政機構に代替する扱いが採られてい

る。この２点は「直隷庁」の正式の制度化を物語っていると言える。

このように直隷庁の制度化は、おおよそ乾隆３５（１７７０）年前後に完成し

たと考えることができる。この論定は、前述の散庁の制度化の時期と完全

に一致している。すなわち、清朝地方制度としての「直隷庁」と「散庁」

制度化の転換点は、やはり「直隷庁」の成立に求められるのである。直隷

庁の成立以前には、直隷庁と散庁の区別は存在しなかった。当然のことな

がら、また、行政制度としての直隷庁と散庁もまだ成立していなかった。

したがって、次のようにまとめることができる。

直隷庁と散庁の「起源」は康煕年間や雍正年間に遡ることができる。『清

朝文献通考』の認識はこうした起源について示したものである。もっとも、

忘れてならないのは当時現実に存在したのはあくまで「同知或いは通判の

派遣」であって、正式の地方行政機構ではなかったということである。起

源と呼ぶのはこの意味においてである。乾隆３０年代以前には、「直隷庁」
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や「散庁」という名称の行政機構は存在しなかったと言うべきであろう。

この正式の制度化と前後して、乾隆２５（１７６０）年以降には、設置される

直隷庁の数が増えていく。嘉慶期から清末にかけて、辺境中心ではあった

が、全国的に展開されるようになる。嘉慶『大清會典』（嘉慶１７（１８１２）

年までを内容とする）によれば、全国には２５直隷庁、５８散庁が存在したが、

清末の光緒『大清會典』（光緒２２（１８９６）年までを内容とする）になると

全国で３４直隷庁、７８散庁にその数は拡大したのだった。

さらに、表１と表２から明らかだが、乾隆前半期には、直隷庁にしても、

散庁にしても、その分布は山西省、陝西省、甘粛省等の西北地域と、四川

省、雲南省、貴州省等の西南地域に集中していた。「庁」とはそもそも周

辺地域を管轄する特殊な臨時機構だった。その後、数量的な増大と全国的

な展開にともなって、そのもともとの性質には変化が生じた。もっとも

「庁」の治安維持的機能はやはり比較的強く維持されたのであった。

ところで、「直隷庁」と「散庁」が区別されて、正式に制度化される以

前において、同知や通判が地方に派遣され習慣的に「庁」と呼ばれるとい

う、言わば原初形態が登場する起源はどこに求められるだろう。

湖南省の乾州庁と鳳凰庁は比較的早い事例である。雍正７（１７２９）年に

はすでに、「應照湖南乾、鳳二廳之例」という記載がみられる（２６）。雍正年

間には、これらは習慣的に「庁」と呼ばれていたことが知れる（２７）。乾隆『乾

州志』は「国朝康煕四十四年設乾州庁」と記載する（２８）。乾隆『鳳凰廳志』

は康煕「四十三年又將辰�清道移駐，添設鳳凰營通判，以資弾圧」と記載

している（２９）。

貴州省の南籠庁（安籠庁）の例は、さらにもう少し早いものである。乾

隆『南籠府志』は、康煕２５（１６８６）年「改安籠所為南籠廳，移安順通判駐

其地」としている（３０）。

もっとも起源とまで言えば、それに値するのはやはり四川省の叙永庁に

求められるべきであろう。康煕『叙永廳志』は次のように記載している。

「天啓初土官奢崇，明叛討平之，改土為叙永廳，設同知一員……皇清因之」。
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期日に関しては、同書の『叙州府叙永廳志序』にさらに詳しく「天啓辛酉」

（天啓元年＝１６２１年）と記されている（３１）。このように、府の長官である知

府の副位職であった同知を臨時に派遣して官衙を設置する仕方は、清朝の

独創ではなく、明末の天啓期にその起源を求められる可能性は存在する。

もっともそれが明末の時点で本当に「廳」と呼ばれていたかどうかについ

ては、判断は難しい。上記『叙永廳志』は康煕２５（１６８６）年の刻本である

から、そこにおける「庁」の用法には康煕時代の視点が反映されていると

考えられるからである。また明代との連続性を論定するにはなおいっそう

の研究が求められる。ただこのことから翻って、臨時派遣の同知や通判の

事務所を「庁」呼ぶ用法の起源を康煕２０年代にまで遡ることは可能であろ

う。

むすびにかえて

清朝地方行政制度の「直隷庁」と「散庁」は、康煕年間や雍正年間には

まだ制度化されていなかった。それが正式の行政機構となり制度化される

のは、乾隆３０年代の中頃と考えられる。その指標は、「直隷庁」の成立で

ある。これに先立つ康煕年間や雍正年間にも、同知や通判が一時的に派遣

され官衙を持つこともあったが、これらはまだ派出機構としての性格を帯

びており、当時まだ正式の行政機構とはなっていなかった。こうした派出

機構が「庁」と呼ばれる例もあったが、それは多分に習慣的な用法であっ

たと考えられる。同知を周辺に派遣する事例は、少なくとも明朝天啓期に

まで遡ることが可能であるが、それが当時すでに「庁」と呼ばれていたか

否かについてはなお研究を要する（３２）。
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註

（１）『清朝文献通考』巻二六九－二九二『輿地一－二十四』。『清朝文献通考』

は清朝乾隆年間勅撰で、全３００巻。『文献通考』の体裁にならい、清代の文

物制度について、清初から乾隆５０（１７８５）年までについて記している。

（２）乾隆『大清會典』巻八『戸部』。

（３）嘉慶『大清會典』巻十『戸部』。

（４）『清世宗實録』巻五六，雍正五年四月戊申條。

（５）『清世宗實録』巻六六，雍正六年二月戊戌條。

（６）『清世宗實録』巻六七，雍正六年三月甲戌條。

（７）『清世宗實録』巻八四，雍正七年閏七月丁酉條。

（８）『清世宗實録』巻八九，雍正七年十二月戊申條。

（９）『清世宗實録』巻一一六，雍正十年三月戊寅條。

（１０）『清世宗實録』巻一一七，雍正十年四月辛卯條。

（１１）『清世宗實録』巻一三六，雍正十一年十月乙卯條。

（１２）『清世宗實録』巻一四一，雍正十二年三月辛巳條。

（１３）『清高宗實録』巻二〇三，乾隆八年十月甲戌條。

（１４）『清高宗實録』巻五一三，乾隆二十一年五月乙未條。

（１５）『清高宗實録』巻二八六，乾隆十二年三月乙未條。

（１６）『清高宗實録』巻六三六，乾隆二十六年五月葵丑條。

（１７）『清高宗實録』巻九三八，乾隆三十八年七月葵亥條。

（１８）『清高宗實録』巻八五一，乾隆三十五年正月丁未條。

（１９）『清高宗實録』巻八六四，乾隆三十五年七月甲辰條。

（２０）『清世宗實録』巻三一，雍正三年四月乙未條。

（２１）乾隆『口北三廳志』『序』，乾隆二十三年刻。

（２２）したがって、「叙永庁」は全国で最も早く設置された直隷庁である。嘉慶

『直隷叙永廳志』『凡例』（嘉慶十七年叙，北京図書館分館方志中心所蔵）は、

雍正「八年改叙永為直隷廳，縣始隷焉」と記載し、『清朝文献通考』も同じ

ように認識している。けれども、本文の以下で述べる理由から、このような

早期の直隷庁創設を認めるのは不可能である。また、当時の『清實録』にも

根拠となる記述を見いだすことはできない。『清實録』の雍正５（１７２７）年

の箇所には、「請將永寧縣，改歸四川，隷於同城之叙永同知管轄」（『清世宗

實録』巻六〇，雍正五年八月乙未条）とあるだけだからである。このように

見てくると、叙永庁がいつ直隷庁に昇格したかという問題については、乾隆

２３（１７５８）年の乾隆『大清會典』の記載が唯一の手がかりということになる。

（２３）『清高宗實録』巻六二七，乾隆二十五年十二月乙丑條。

（２４）『清高宗實録』巻六五一，乾隆二十六年十二月葵未條。

（２５）『清高宗實録』巻八五二，乾隆三十五年二月庚戌條。その外に、以下の事
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例が参考になる。嘉慶元（１７９６）年、「諭軍機大臣等，前此明亮等初到平隴

所奏之折……拠奏乾州、永綏所属各苗投順者，又不下五千余戸。該降苗等聞

事竣後有設立苗守備千把等官，甚為款羨。此系好機会，降苗等紛紛投出，賊

勢日孤。明亮等者著即上緊，剿�迅奏捷音。大学士等議覆，明亮等奏請將鳳
凰、永綏、乾州三廳改為直隷同知，凡民苗事件」（『清仁宗實録』巻十一，嘉

慶元年十一月丙寅條）。嘉慶６（１８０１）年、「昇四川達州為綏定府，太平県

為太平廳直隷同知」（『清仁宗實録』巻九一，嘉慶六年十一月乙亥條）。

（２６）『清世宗實録』巻八九，雍正七年十二月戊申條。

（２７）雍正年間にはさらに以下のような地名を配した「某地庁」の記載がある。

雍正２（１７２４）年１０月、「西寧廳准改為西寧府，其通判専管鹽池即為西寧鹽

捕通判，所属西寧衛改為西寧縣，碾伯所改為碾伯縣……凉州廳准改凉州府，

所属凉州衛改為武威縣，鎭番衛改為鎭番縣，永昌衛改為永昌縣，莊浪所改為

平番縣，廳縣皆属凉州府。甘州廳准改甘州府，所属左右両衛改為張掖一縣，

山丹衛改為山丹縣，高�所改為高�縣，粛州之鎭彝所准並入高�縣，改隷甘
州府」（『吏部等衙門太子太傅吏部尚書兼都察院左都御史加二級臣朱軾等謹題

為河西各廳請改郡縣以清吏治以利民生事』中国第一歴史�案館所蔵『吏科史
書』一六七冊。雍正８（１７３０）年２月、「吏部議覆，甘粛巡撫許容條奏……

其平凉府属之固原廳歸併固原州管理……鞏昌府属之岷州廳改為岷州設知州一

員……靖遠廳改靖遠縣設知縣一員」（『清世宗實録』巻九一，雍正八年二月乙

卯条）。ここに現れた甘粛省の西寧庁、凉州庁、甘州庁、固原庁、岷州庁及

び靖遠庁等の庁はどのように理解するべきだろうか。乾隆３０年代以降の直隷

庁・散庁と同じであろうか。着目すべきは、これらの庁が新設のものではな

く、廃止の対象であるということである。したがって、乾隆後期以降の直隷

庁・散庁と同一視することはできない。さらに、引用部分から知れるように、

西寧庁、凉州庁、甘州庁はみな衛、所を管理しており、それらの衛、所は県

となり、庁は府になっている。これら一連の変化は、雍正２（１７２４）年の陝

西行都司の廃止によるものであると判断されるので、ここに現れた西寧庁等

の庁は、陝西行都司に属する衛、所管轄のための機構であったと推測される。

また、固原庁、岷州庁、靖遠庁について見ると、雍正２（１７２４）年の「靖遠

衛事務，改歸靖遠廳管理」（『清世宗實録』巻二五，雍正二年十月丁酉條）と

いう表現から、靖遠庁だけでなく、おそらく固原庁と岷州庁も衛、所を管理

するものであったように思われる。ただ固原庁等は府属であり、州や県に置

き換えられていることからも管轄域は、西寧庁等よりも狭かった。統属関係

の点でも、明代には（靖遠庁以外）は陝西都司に属していたことが知れる。

重要なことは、当時のこれらの地域の地方志が「庁」の存在にまったく言及

していないことである。乾隆『西寧府志』乾隆二十七年序；乾隆『甘州府志』

乾隆四十四年刻；康煕『岷州志』康煕四十一年序（以上は、北京大学図書館
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所蔵）；康煕『靖遠衛志』康煕四十八年刻（北京図書館所蔵）を参照された

い。このように考えると、これらの庁は正式の行政機構ではなく、過渡的な、

或いは明代以来の一種の軍政機構と見なされるべきではないだろうか。康煕

年間に編纂された上述の方志はほとんどすべてが明代と同じ官制を記載して

おり、さらにその「設置沿革」の内容もほとんど明代のことである。

（２８）乾隆『乾州志』巻一『都鄙志』，乾隆四年序（北京図書館所蔵）。

（２９）乾隆『鳳凰廳志』『鳳凰廳志序・黄凝道』，乾隆二十三年刻本（北京図書館

分館方志中心所蔵）。けれども、『清實録』の記載はあまりはっきりしたも

のではない。『清聖祖實録』巻二一八，康煕四十三年十二月丙戌條を参照さ

れたい。その他に、当該地方志の『鳳凰廳志序・鄭�文』は、「令雍正五年
更設永綏一廳，與鳳凰特角」。乾州、鳳凰、永綏の３つの庁は、嘉慶元（１７９６）

年に同時に直隷庁に昇格している。本稿の註（２２）を参照されたい。

（３０）乾隆『南籠府志』巻二『地理』沿革，乾隆二十九年刻。『清實録』康煕２６

（１６８７）年には、「安籠所裁並安籠廳」という記載もある（『清聖祖實録』

巻一三〇，康煕二十六年六月戊辰條）。その後、雍正５（１７２７）年、南籠庁

は南籠府に改められ、なお南籠通判は残されている（『清世宗實録』巻六〇，

雍正五年八月葵卯條）。

（３１）康煕『叙永廳志』巻一『建置沿革』及び『叙州府叙永廳志序』，康煕二十

五年刻本（北京図書館分館方志中心所蔵）。『中国地方志聯合目録』（中華書

局，１９８５）に拠る限り、『叙永廳志』は唯一の康煕版の庁志である。また、

永寧県の叙永通知への帰属状況については、『清世宗實録』巻六〇，雍正五

年八月乙未條を参照されたい。

（３２）本稿の元になった中国語原稿「清代“直隷庁”与“散庁”的“定制”化及

其明代起源」は、『北京大学学報（哲学社会科学版）』第３３巻第３期総第１７５

期，１９９６年５月刊に掲載されたものである（その後、中国人民大学書報中心

『復印報刊資料・明清史』１９９６年第４期，１９９６年９月刊に転載された）。本

日本語版は基本的には中国語版を筆者自身が翻訳したものであり、全体に幾

分言葉を補い、明代の起源に言及した部分に若干の手直しを加えた他は、ほ

ぼ中国語原文の内容を反映している。なお、筆者が直隷州について考察した

ものとして、「世宗雍正帝時代における直隷州政策」，新潟大学大学院現代

社会文化研究科環日本海研究室『環日本海研究年報』第４号，１９９７年３月（そ

の元になった中国語原稿は「雍正年間的直隷州政策」，中国第一歴史�案館
『歴史�案』１９９５年第３期総第５９期，１９９５年８月刊に掲載された）を参照さ
れたい。
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